

昭和58年版 大阪経済白書 の概要

─大都市産業の新たな展開─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和58年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和57年の大阪経済

◆停滞基調で推移した大阪経済
・　昭和56年の下半期に緩やかな回復過程をたどった大阪経済は、57年に入ると回復テンポは鈍化し、年後半には停滞基調で推移した。この理由としては、まず輸出の不振が挙げられる。世界的不況とその下での貿易摩擦により、繊維・同製品、機械機器、金属・同製品など主力製品の輸出は軒並み減少し、阪神両港の57年の輸出額（円ベース）は56年の前年比13.5％増から0.5％の減少に転じた。次に設備投資についても、大企業は非製造業の伸びに支えられて底堅い動きを示したものの、経済波及度の高い製造業において伸び悩み（0.2％増）、また中小企業が一段と低迷の色を濃くしたことから、総じて低調のうちに推移した。こうしたことから、57年の生産活動は素材型業種のみならず、加工型業種、とくにこれまで大阪経済を牽引してきた機械工業でも悪化した。
　これに対して、個人消費は消費者物価の安定による実質可処分所得の増加を背景に回復の兆しがみられ、勤労者世帯の家計支出は実質で4.9％増と50年代に入って最高の伸び率を示した。しかし、物離れに象徴される消費構造の変化から、サービス関連支出は増加したものの、物財需要の回復は弱く、百貨店売上高はむしろ前年に比べ伸び率を減退させている。
　こうして、昭和57年の大阪経済は、物価の安定によって個人消費が回復したものの、世界経済の低迷を背景に生産活動が弱く、総じて停滞基調で推移した。
・　一方、中小企業の景況は、消費財及び建設関連業種が56年に引き続き低調に推移したほか、輸出関連業種は56年半ば以降、設備投資関連業種は57年に入って停滞的となり、企業収益も全般的な業種にわたって悪化傾向をたどった。ただ、このような状況にあって厳しい経営努力により経営基盤の強化を図るとともに、近年の産業構造変化への対応として新技術・新製品開発、新市場の開拓など積極的な経営により新たな活路を模索する動きもみられる。

第２部　大都市産業の役割と新たな展開

◆大阪工業の都市型化への対応
・　大都市産業は、重層的な産業集積を背景として時代の変化に対応し、わが国産業構造の高度化を誘導してきた。
　その一翼を担ってきた大阪工業の特徴は、(１)多様な業種が一定の厚みをもって高度に集積している、(２)製品の加工度別出荷額構成では加工型製品の割合が増加している、(３)府内各地域別に一定の業種特性が存在する、(４)小零細層が圧倒的割合を占め、とくに10人未満の事業所が衣服、出版・印刷、一般機械、電気機械など都市型業種を中心に増加している、といったところにある。
・　大阪工業は、低成長下での需要の多様化、製品サイクルの短縮化に対応して、製品の「多品種少量化」・「納期の短縮化」、「品質の高級化」が進んでおり、また下請企業においても加工品目が「多品種少量化」、「高品質･高精度化」し、「新製品関連」も増加するなど、親企業と一体化して機能を高度化している。さらに、こうした高度な生産機能を支える技術・研究開発について、最近は下請企業も含めて自社内の蓄積技術を核に「基礎研究の重視」、「研究機関、大学との連携」が増えているなど、新たな需要創出に向けた活発な取り組み姿勢をみせている。
・　大阪工業の活動を土地利用の側面からみると、土地・建物生産性は全国平均より高く、狭い土地を高度に利用しているが、用地難や法規制などにより将来に向けての拡張余地に乏しく、生産能力拡大の面から問題が生じている。さらに近年は、工業系地域において住宅の増加により重工混在が拡大し、とくに地域内分業関係が強く工場移転の困難な小零細企業にとって大きな問題となっている。
・　大阪工業は生産機能を高度化し、技術・研究開発体制を強化しつつ、わが国工業の中で重要な役割を担っているが、今後とも大都市のもつ中枢管理機能、豊富で多様な情報と結びつけながら、大都市に見合った一層の活性化、すなわち”都市型化”を進めることが要請される。その際には、(１)技術の複合化や異業種交流が潮流となる中で強味となる多様な業種の活用、(２)多様な機能をもった下請加工集団との連携、(３)高度に集積している卸売業との連携強化が必要である。
　また大阪工業の都市型化を進めるためには、行政において条件を整備し、環境を改善していくべき課題も多い。すなわち、情報提供体制の整備や産官学の連携強化、ソフトウェア産業の育成など技術・研究開発体制の強化に努めるとともに、工場の立地環境の整備改善を図り、職住近接、地域コミュニティなど住工混在地域の改善を行うことが重要である。
◆大阪卸売業の機能高度化への対応
・　大阪の卸売業は、大阪製品の内外市場開拓や内外製品の移出入を通じて大阪経済の成長に貢献しているとともに、広域的な企業活動を展開することによって全国的な商品流通に重要な役割を果たしている。
　その大阪卸売業の特徴は、(１)機械器具など機械金属関連業種がリード役となっている、(２)１店舗当り平均従業者数の小規模化がみられ、特に１～４人規模の零細店舗の占める比率が増加している、(３)大阪市内への立地集中度に低下傾向がみられる一方、小零細店舗は相対的に大阪市内立地が増加している、(４)流通経路においては第一次卸の取引活動が大宗を占めているものの、第二次卸や本支店間の取引が増加している、ことである。
・　大阪卸売業は大阪市内に高い集中を示し、都心４区を中心に問屋街を形成している。問屋街は、特定品目に専門化した卸売業が集積することによる街区としての品揃えで顧客を吸引しており、小規模層は問屋街に立地することが存立条件ともなっている。しかしながら、問屋街の立地環境は都心の過密、交通事情の悪化などにより大きく変化している。こうした環境変化に基づく活動効率の低下、コスト上昇などに対して集団で郊外に移転、卸商業団地を形成し、拡張難や交通問題の解消にかなりの成果をあげている。また個々の企業でも、問屋街周辺に移転したり、売場面積を拡張することにより品揃えを充実し、高い成長を実現している例がみられる。その反面、問屋街は集積メリットが低下し、また経営基盤の弱い小規模卸売業は、単独で立地条件変化への対処が困難なことから、問屋街区全体としての高度化が重要になっている。
・　大阪卸商業機能の高度化を図るためには、品揃え力と商品企画機能の充実により、生産と小売部門を単に媒介するだけでなく、それらを連動させるシステムの中核となり得る機能をもたなければならない。従来、大阪の卸売業は商品企画機能よりも供給量の確保を重要視し、企画力は優れていなくても量的には多い大衆品を供給してきたが、今後は、大都市の情報機能を十二分に活用した商品企画機能の強化が望まれる。そのためには、情報共同収集システムの形成やイベントの積極的展開、人材・後継者の育成など、ソフトな経営基盤の強化が重要である。また中小規模卸売業においては、問屋街での相互依存関係を強めることが重要であり、共同高層ビルの建設など市街地集積の活性化が必要である。さらに、こうしたソフト面、ハード面での機能高度化を図るためには、異業種との幅広い交流、複数業種による多面的な対応が必要であり、府下卸団体の横断的な連携組織による調整機能の発揮とともに、行政の積極的な支援が重要である。
◆むすび
　二度にわたる石油危機を経て低成長経済が定着し、国民のニーズが従来の量的充足からより質の高いもの、個性豊かなものへと転換しつつある中で、多様なニーズを的確にとらえ、いかに質の高い商品・サービスを供給していくかがわが国産業に課せられた責務である。この場合、多彩な産業・文化の集積を有し、国内外情報の結節点となっている大都市の産業に期待される役割は極めて大きい。
　大阪産業は、こうした観点から、その産業上の特性を強味としながら、大都市としての情報集積を活用する方向で発展を目指さなければならない。そのためには、研究開発体制の一層の強化を図るとともに、産業振興の視点からの市街地再開発を実施することが重要である。

